
 

第一 介護給付等対象サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業の実施に関する基本的事項 
  六 介護給付対象サービス及び地域支援事業に係る人材の確保及び資質の向上に関すること 
 
     介護給付等対象サービス及び地域支援事業は、当該サービス及び当該事業に係る人材を質量ともに確保することが重要  
   である。このため、都道府県は、広域的観点から、当該サービス又は当該事業を行う者が人材の確保又は資質の向上を図る 
   ために講ずる措置を支援するため、当該サービス及び当該事業に係る人材の養成、就業の促進等の人材の確保又は資質の 

   向上に関する総合的施策に取り組むことが必要であり、これには喀痰吸引等を実施する介護職員等の確保又は資 
 質の向上に関して必要な施策も含まれる。この場合においては、市町村も、都道府県と連携しながら、適宜、必要な施  

   策に取り組むことが望ましい。 
 
 

第二 介護保険事業計画の作成に関する事項 
  三の二 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する任意記載事項 
       ３ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保又は資質の向上に資する事業に関する事項 
 
         介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保又は資質の向上に資す  
        る事業に関する事項（介護支援専門員その他の介護給付等サービス及び地域支援事業に従事する者の見込み数を 
        含む。）を定めること。この場合においては、介護支援専門員養成事業のほか、都道府県福祉人材センター事業、都道 
        府県看護職員確保センター（ナースセンター）事業等も含め、介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する 
        者の養成、就業の促進等に関する事項を盛り込むことが望ましい。 
         その際、介護支援専門員については、介護支援専門員証の有効期間の更新時の研修が義務化されたことを踏まえ、  
        当該研修を円滑に受講することができるよう、職能団体等との連携を十分に図りつつ、体制整備を図ること。 
         介護職員については、介護職員基礎研修の創設など、養成研修の充実や、認知症高齢者に対するケア及びターミナ 
        ルケアなどの専門性を高めるための研修並びにチームリーダーとなる者に対する研修等の実施が必要であることを踏 
        まえ、これらの研修が適切に実施されるよう、体制整備を図ること。 
         さらに、これらの研修について、現任者が働きながら受講しやすいものとすること。 
         また、小規模多機能型居宅介護などの地域密着型サービスについては、個別性の高いケアが求められ、より専門性 
        が必要となるため、市町村と十分に連携しながら、サービス従事者の質の確保を図っていくこと。 

         なお、都道府県は、喀痰吸引等を実施する介護職員等の確保又は資質の向上のため、登録研 
    修機関の確保等の必要な施策に取り組むこと。                                                

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（抄） 


